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一
般
会
計
で
は
、
収
入
率
４９
・

７
㌫
、
支
出
率
３２
・
０
㌫
で
、 

特

別
会
計
合
計
は
、
収
入
率
３２
・
８

㌫
、
支
出
率
３９
・
０
㌫
。
企
業
会

計
は
、
収
入
率
３１
・
２
㌫
、
支
出

率
３６
・
１
㌫
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
支
出
で
は
、
建
設

事
業
の
工
事
費
や
委
託
料
が
、
事

業
完
了
後
に
支
出
さ
れ
る
の
で
、

上
半
期
の
支
出
率
は
低
く
な
っ
て

い
ま
す
。

　
特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険

事
業
や
介
護
保
険
事
業
、
公
共
下

水
道
事
業
、
簡
易
水
道
事
業
な
ど

の
特
定
事
業
の
会
計
で
す
。
収
入

で
は
、
国
や
県
の
補
助
金
、
市
債

が
事
業
完
了
後
の
収
入
、
一
般
会

計
の
繰
入
金
が
年
度
末
の
収
入
の

た
め
、
収
入
率
は
低
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　
企
業
会
計
に
は
、
水
道
事
業
、

病
院
事
業
、
介
護
老
人
保
健
施
設

事
業
、
診
療
所
を
運
営
す
る
国
民

健
康
保
険
診
療
所
事
業
、
介
護
老

人
福
祉
施
設
事
業
の
五
つ
が
あ
り

ま
す
。
水
道
施
設
の
建
設
事
業
費

や
、
病
院
の
施
設
改
修
事
業
費
、

医
療
機
器
な
ど
の
建
設
事
業
費
な

ど
が
あ
り
、
一
般
会
計
と
同
じ
よ

う
に
支
出
率
は
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。

　
市
債
の
状
況
を
表
４
に
、
基
金

の
状
況
を
表
５
に
ま
と
め
ま
し

た
。

　
本
紙
１１
月
１
日
号
で
平
成
２４
年

度
末
の
市
債
の
状
況
を
お
知
ら
せ

し
ま
し
た
が
、
本
年
度
上
半
期
で

は
、
２３
億
５
６
５
３
万
円
を
返
済

し
、
９
月
３０
日
現
在
の
借
入
残
高

は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企

業
会
計
ま
で
合
わ
せ
て
５
２
９
億

７
８
９
０
万
円
、
市
民
１
人
当
た

り
で
は
９８
万
５
７
４
６
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
一
方
、
９
月
３０
日
現
在
の
基
金

は
、
２８
億
１
２
３
３
万
円
の
財
政

調
整
基
金
、
３１
億
９
８
４
５
万
円

の
地
域
振
興
基
金
な
ど
一
般
会
計

分
に
積
み
立
て
る
基
金
で
１
４
８

億
２
０
７
７
万
円
で
し
た
。

　
他
に
運
用
す
る
基
金
と
し
て
、

公
共
事
業
用
地
の
先
行
取
得
を
行

う
土
地
開
発
基
金
や
奨
学
資
金
を

貸
し
付
け
る
奨
学
資
金
貸
与
基
金

な
ど
が
あ
り
、
土
地
代
金
や
貸
付

金
を
含
め
、
運
用
基
金
総
額
は

１２
億
７
９
７
８
万
円
で
し
た
。

　
一
般
会
計
と
特
別
会
計
、
企
業

会
計
ま
で
含
め
た
基
金
総
額
は
、

１
６
９
億
９
７
９
７
万
円
。
市
民

１
人
当
た
り
３１
万
６
２
７
１
円
と

な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
収
入
の
状
況
を
表

２
に
、
支
出
の
状
況
を
表
３
に
ま

と
め
ま
し
た
。

　
収
入
に
つ
い
て
は
、
市
税
収
入

が
、
予
算
額
に
対
し
て
６２
・
２
㌫

納
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
自
動
車
取
得
税
交
付
金
や
株
式

等
譲
渡
所
得
割
交
付
金
、市
債
は
、

年
度
末
に
納
入
さ
れ
る
予
定
で
、

国
庫
支
出
金
や
県
支
出
金
は
、
事

業
の
完
了
後
に
納
入
さ
れ
る
予
定

の
た
め
、
非
常
に
低
い
収
入
率
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
支
出
に
つ
い
て
、
定
期
的
に
支

出
す
る
人
件
費
や
公
債
費
（
借
金

を
返
済
す
る
お
金
）
は
、
支
出
率

も
順
調
で
す
が
、
衛
生
費
、
農
林

水
産
業
費
、
土
木
費
は
、
建
設
事

業
な
ど
を
多
く
行
っ
て
い
て
、
事

業
を
完
了
し
て
か
ら
の
支
出
が
多

く
な
る
た
め
、
支
出
率
は
低
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
民
生
費
は
、
国
民
健
康
保

険
や
介
護
保
険
事
業
な
ど
の
繰
出

金
が
下
半
期
に
支
払
わ
れ
る
こ
と

か
ら
、
支
出
率
が
低
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　
一
般
会
計
は
、市
全
体
の
歳
入
、

歳
出
の
状
況
と
同
様
に
、収
入
率
、

支
出
率
と
も
例
年
通
り
と
な
っ
て

い
ま
す
。 　

市
民
の
皆
さ
ん
に
、
よ
り
一
層
、
市
政
へ
の
理
解
と
関
心
を
深
め
て
い
た
だ
く

た
め
、
市
で
は
、
定
期
的
に
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
本

年
４
月
１
日
か
ら
９
月
３０
日
ま
で
の
半
年
間
の
予
算
の
執
行
と
地
方
債
、
基
金
の

状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
　
財
務
課
（
内
線
３
５
２
）　

区分 現在高 市民一人当たり

一般会計 ３５０億５，４０８万円 ６５万２，２３０円

特別会計 １４５億０，１８９万円 ２６万９，８２８円

企業会計 ３４億２，２９３万円   ６万３，６８８円

市債総計 ５２９億７，８９０万円 ９８万５，７４６円

区分 現在高 市民一人当たり
積み立てる基金 １５４億９，９８０万円 ２８万８，３９５円

 一般会計の基金 １４８億２，０７７万円 ２７万５，７６１円
 特別会計の基金 ６億７，９０３万円 １万２，６３４円

運用する基金 １２億７，９７８万円 ２万３，８１２円
企業会計の基金 ２億１，８３９万円 ４,０６４円
基金総計 １６９億９，７９７万円 ３１万６，２７１円

予
算
の
３５
％
が
支
出
済
み

本
年
度
上
半
期
　
市
の
財
政
状
況
を
公
表

　
下
の
表
１「
補
正
予
算
の
状
況
」

の
よ
う
に
一
般
会
計
は
２７
億
１
０

６
７
万
円
（
繰
越
明
許
費
の
１０
億

４
７
２
４
万
円
含
む
）、
特
別
会

計
は
２
億
７
１
０
５
万
円
、
企
業

会
計
は
２
９
３
９
万
円
の
増
額
補

正
を
行
い
ま
し
た
。

　
総
額
で
は
、
一
般
会
計
が
２
９

０
億
１
０
６
７
万
円
、
特
別
会
計

は
合
計
で
１
５
３
億
８
２
４
５
万

円
、
企
業
会
計
は
７４
億
５
２
６
１

万
円
に
な
り
ま
し
た
。

　
補
正
予
算
の
主
な
内
訳
は
、
６

月
に
は
、
体
験
型
の
都
市
農
村
交

流
を
推
進
す
る
た
め
の
イ
ワ
ク
ラ

公
園
整
備
工
事
な
ど
に
４
８
７
２

万
円
を
計
上
し
た
他
、
職
員
給
与

費
な
ど
の
削
減
を
行
っ
て
基
金
に

７
８
３
５
万
円
の
積
立
を
行
い
ま

し
た
。

　
９
月
に
は
、
リ
ニ
ア
中
央
新
幹

線
関
連
の
道
路
概
略
設
計
、
明
智

ま
ち
づ
く
り
事
業
の
明
智
川
親
水

空
間
整
備
事
業
、
三
郷
町
地
内
の

市
道
改
良
、
１９
棟
の
空
家
市
営
住

宅
の
解
体
工
事
、
減
債
基
金
へ
の

積
立
な
ど
１３
億
１
７
７
０
万
を
計

上
し
ま
し
た
。
ま
た
、
９
月
１５
日

か
ら
１６
日
発
生
の
台
風
１８
号
豪
雨

災
害
復
旧
事
業
に
２
億
９
７
０
０

万
円
を
追
加
で
計
上
し
ま
し
た
。

　
特
別
会
計
で
は
、
国
民
健
康
保

険
事
業
特
別
会
計
や
介
護
保
険
特

別
会
計
で
前
年
度
精
算
に
よ
る
返

還
金
、
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会

計
で
竹
折
処
理
区
の
管か

ん

渠き
ょ

照
査
業

務
な
ど
の
増
額
補
正
を
行
い
ま
し

た
。科目 現計予算額 収入済額 収入率

市税 ６７億５，６９５ ４２億０，３５１ ６２.２㌫
地方譲与税 ３億０，１９０ ８，２９１ ２７.５㌫
利子割交付金 １，５３０ ６２１ ４０.６㌫
配当割交付金 １，１５０ ４６８ ４０.７㌫
株式等譲渡所得割交付金 ２２０ ０ ０.０㌫
地方消費税交付金 ５億１，３６０ ２億９，６５４ ５７.７㌫
ゴルフ場利用税交付金 １億１，３３０ ４，９８１ ４４．０㌫
自動車取得税交付金 ９,６８０ ２，２１９ ２２.９㌫
地方特例交付金 ２，６２０ ２，５３１ ９６.６㌫
地方交付税 ９６億３，４３１ ６８億５，５５５ ７１.２㌫
交通安全対策特別交付金 ５８０ ３４４ ５９．３㌫
分担金及び負担金 ３億４，９２８ １億１，５３８ ３３.０㌫
使用料及び手数料 ４億１，４６９ １億７，４３７ ４２．０㌫
国庫支出金 ２３億０，８７６ ５億８，２８６ ２５.２㌫
県支出金 １８億３,３９１ ２億４，４９１ １３．４㌫
財産収入 １億０，０５８ ４，１９３ ４１．７㌫
寄付金 １１ １５２１，３８１．８㌫
繰入金 ２億５，０８４ ０ ０.０㌫
繰越金 １５億０，０２４ １５億０，０２４ １００.０㌫
諸収入 ６億４，７７０ １億９，８８９ ３０．７㌫
市債 ４１億２，６７０ ０ ０．０㌫
合計 ２９０億１，０６７１４４億１，０２５ ４９．７㌫

科目 現計予算額 支出済額 支出率

議会費 ２億１,４０３ １億０，８１４５０.５㌫
総務費 ５６億９，１９７ １３億４，４２５２３．６㌫
民生費 ６７億６，１６０ ２３億０，７１０３４．１㌫
衛生費 ３３億３，０５６ ７億７，５９０２３．３㌫
労働費 ５，０８０ ５，０７５９９．９㌫
農林水産
業費 １３億６，１９９ ２億７,０５４１９．９㌫

商工費 ５億４，００１ ２億５，６８８４７．６㌫
土木費 ２４億２，４１５ ４億９，４３５２０．４㌫
消防費 １０億０，６４７ ４億１,８４０４１．６㌫
教育費 ３０億８，２０９ １１億７,０７９３８．０㌫
公債費 ４２億２，０００ ２０億７，６５８４９．２㌫
予備費 ３，０００ ０ ０．０㌫
災害復旧
費 ２億９，７００ ０ ０．０㌫

合計 ２９０億１，０６７ ９２億７，３６８３２．０㌫

内     訳 当初予算額 補正額 合計

一般会計 ２６３億０，０００万円 ２７億１，０６７万円 ２９０億１，０６７万円

特別会計 １５１億１，１４０万円 ２億７,１０５万円 １５３億８，２４５万円

企業会計 ７４億２，３２２万円 ２，９３９万円 ７４億５，２６１万円

合計 ４８８億３，４６２万円 ３０億１，１１１万円 ５１８億４,５７３万円

表１　補正予算の状況（９月３０日現在）

※補正額には昨年度からの繰越明許費を含む。企業会計の予算額は支出予算

表２　一般会計収入の状況 表３　一般会計支出の状況

表４　市債の状況 表５　基金の状況

市
税
の
収
入
率
は
６２
％

３０
億
１
千
万
円
を
増
額
補
正

一
般
会
計
５０
％
収
入
済
み

市
の
借
金
は
５
３
０
億
円

予算額
収入済額

予算額
支出済額

一般
会計

一般
会計

特別
会計

特別
会計

企業
会計

企業
会計

≪歳入の状況≫ ≪歳出の状況≫

１５３億８,２４５

２９０億１,０６７

７２億３,８６１

１５３億８,２４５

２９０億１,０６７

７４億５,２６１

５０億４,７３８

１４４億１,０２５

２２億６,１８９

９２億７,３６８

５９億９,６０５

２６億９,１５６

収入率４９．７％

収入率３２．８％

収入率３１．２％

支出率３２．０％

０ １００ ２００ ３００ ０ １００ ２００ ３００

（万円） （万円）

支出率３９．０％

支出率３６．１％

支出済額 
予算額

収入済額
予算額

（万円）（万円）

（億円）（億円）

全体の収入率
４２．１％

全体の支出率
３４．６％

※人口は９月３０日現在の５３,７４５人を基準。端数処理のため金額が合わない場合があります
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